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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期

第３四半期
連結累計期間

第11期
第３四半期
連結累計期間

第10期

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成26年３月31日

自 平成26年７月１日
至 平成27年３月31日

自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日

売上高 （千円） 12,909,119 15,144,359 17,645,475

経常利益 （千円） 998,661 1,078,838 1,319,068

四半期（当期）純利益 （千円） 592,842 679,115 797,463

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 592,208 680,285 796,867

純資産額 （千円） 3,596,167 4,025,396 3,832,426

総資産額 （千円） 5,457,533 6,564,217 6,455,419

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 62.30 70.85 83.75

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 61.87 70.11 83.02

自己資本比率 （％） 65.9 61.3 59.4

回次
第10期

第３四半期
連結会計期間

第11期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日

自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 21.64 26.59

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社の事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成26年７月１日～平成27年３月31日）におけるわが国経済は、新興国の成長率鈍

化、円安による原材料価格の上昇、消費増税に伴う個人消費の低迷などがあるものの、総じて緩やかな回復基調が

続いており、企業収益の改善に伴う国内の設備投資意欲や雇用情勢の改善が見られます。

このため、有効求人倍率は高止まりとなっており、当社グループにとって、顧客ニーズに応える人材の採用は厳

しさを増しております。

この様な環境下、当社グループは派遣単価や配属可能人数等を重視し注力すべき案件の発掘を行い、社員の採用

に取り組んで参りました。また、技術者派遣の領域においては配属前のＣＡＤ研修等の増強を進めて、スキルアッ

プやキャリアアップを推進いたしました。

当第３四半期連結累計期間における売上高は15,144百万円（前年同期比17.3％増）、営業利益は1,057百万円（前

年同期比8.5％増）、経常利益は1,078百万円（前年同期比8.0％増）、四半期純利益は679百万円（前年同期比

14.6％増）となりました。

セグメント別の業績の概況は、次のとおりです。

① 技術者派遣・請負・委託事業

当セグメントは、研究開発、設計、生産技術などの技術分野に対する派遣・請負・委託の事業を領域としてお

ります。

当第３四半期連結累計期間においては、輸送用機器関連企業、特に自動車、航空機関連での設計、生産技術、

試験の業務領域に加え、半導体製造装置企業の生産設備関係等における技術者派遣のニーズが、期初から変わら

ぬ高い状況で推移いたしました。当社は全国規模の中途採用でこれらのニーズにこたえる技術者の配属を進める

とともに、派遣契約終了者の再配属の強化を行ったことにより、稼働する技術者数が順調に増加いたしました。

平成27年３月末時点の当セグメントに従事する社員数は、第２四半期連結会計期間末から122名増員、前期末か

らは327名増員の1,939名（前年同期末比468名増）となりました。また、技術者の増加に伴い売上高は伸長し、大

幅な増収増益となりました。

当第３四半期連結累計期間における売上高は9,066百万円（前年同期比30.2％増）、セグメント利益は936百万

円（前年同期比20.8％増）となりました。

② 製造請負・受託・派遣事業

当セグメントは、顧客企業の製造工程等における請負・受託・派遣の事業を領域としております。

当第３四半期連結累計期間においては、自動車関連や空調用機器などの企業の増員要請に対しての配属が直近

で増加してきたものの、期中に発生した一部顧客企業における減産、派遣抵触日到来による契約終了の影響を吸

収することができず、当初想定よりも技能社員数が減少しました。

平成27年３月末時点の当セグメントに従事する社員数は、第２四半期連結会計期間末から44名減員、前期末か

らは243名減員の2,125名（前年同期末比194名減）となりました。

また、採用力の強化のために求人費の増強や技能社員の手当等を強化したことや、顧客企業の減産等に伴う休

暇取得や退職時の諸経費の集中により技能社員にかかる労務費が当初想定より増加し、前年同期に比べ利益率が

低下いたしました。

当第３四半期連結累計期間における売上高は6,031百万円（前年同期比2.2％増）、セグメント利益は139百万

円（前年同期比32.1％減）となりました。

2154/E05695/トラスト・テック/2015年
－3－



③ 障がい者雇用促進事業

厚生労働大臣の許可を受けた当社グループの特例子会社である共生産業株式会社において、当社が保有する

賃貸用不動産内のテナント事務所の清掃や地元企業からの軽作業などの業務を請負っております。

当該子会社を通じて障がい者の雇用促進に努め、恒常的に法定雇用率を上回る水準を維持しております。

当第３四半期連結累計期間における売上高は23百万円（前年同期比1.3％増）、セグメント損失は９百万円

（前年同期はセグメント利益５百万円）となりました。

④ 不動産賃貸事業

神奈川県相模原市に保有する賃貸不動産の入居率は、従前どおり高い水準を維持いたしました。

当第３四半期連結累計期間における売上高は41百万円（前年同期と同額）、セグメント利益は11百万円（前

年同期比1.5％減）となりました。

(2）財政状態の分析

流動資産の残高は、5,400百万円（前連結会計年度末は5,283百万円）となり、116百万円増加いたしました。

主たる変動項目は、現金及び預金（前連結会計年度末比114百万円減）、受取手形及び売掛金（前連結会計年度末

比213百万円増）、その他（前連結会計年度比17百万円増）です。

固定資産の残高は、1,164百万円（前連結会計年度末は1,172百万円）となり、７百万円減少いたしました。

主たる変動項目は、有形固定資産（前連結会計年度末比38百万円増）、無形固定資産（前連結会計年度末比27百

万円減）、投資その他の資産（前連結会計年度末比19百万円減）です。

この結果、資産合計は、6,564百万円（前連結会計年度末は6,455百万円）となり、108百万円増加いたしました。

流動負債の残高は、2,505百万円（前連結会計年度末は2,584百万円）となり、79百万円減少いたしました。

主たる変動項目は、未払費用（前連結会計年度末比298百万円減）、未払法人税等（前連結会計年度末比265百万

円減）、未払消費税等（前連結会計年度末比178百万円増）、賞与引当金（前連結会計年度末比245百万円増）、そ

の他（前連結会計年度末比61百万円増）です。

固定負債の残高は、33百万円（前連結会計年度末は38百万円）となり、４百万円減少いたしました。

この結果、負債合計は2,538百万円（前連結会計年度末は2,622百万円）となり、84百万円減少いたしました。

純資産は4,025百万円（前連結会計年度末は3,832百万円）となり、192百万円増加いたしました。

主たる変動項目は、利益剰余金の四半期純利益（679百万円）による増加と配当金（前期末配当金286百万円、当

期中間配当金239百万円）の支払いによる減少、ストック・オプション行使（39百万円）による資本金及び資本準

備金の増加です。

(3）事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 35,900,000

計 35,900,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年５月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 9,610,500 9,614,500
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株で

あります。

計 9,610,500 9,614,500 － －

（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成27年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

(２)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(３)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(４)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(５)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成27年１月１日～

平成27年３月31日(注)１
20,000 9,610,500 8,000 1,512,290 8,000 502,290

（注）１ ストックオプションの行使に伴う増加であります。

２ 平成27年４月１日から平成27年４月30日までの間に、ストック・オプションの権利行使に伴う新株発行によ

り、発行済株式総数、資本金及び資本準備金が増加しております。

発行済株式総数 4,000株

資本金増加額 1,600千円

資本準備金増加額 1,600千円

(６)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(７)【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,589,600 95,896 －

単元未満株式 普通株式 900 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 普通株式 9,590,500 － －

総株主の議決権 － 95,896 －

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年１月１日から平

成27年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年７月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成26年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,429,972 2,315,904

受取手形及び売掛金 2,388,728 2,602,250

その他 464,660 481,953

流動資産合計 5,283,361 5,400,108

固定資産

有形固定資産 193,996 232,959

無形固定資産

その他 145,318 117,744

無形固定資産合計 145,318 117,744

投資その他の資産

投資不動産（純額） 584,262 579,543

その他 248,479 233,863

投資その他の資産合計 832,742 813,406

固定資産合計 1,172,057 1,164,109

資産合計 6,455,419 6,564,217

負債の部

流動負債

未払費用 1,447,564 1,148,669

未払法人税等 356,055 90,417

未払消費税等 356,383 534,687

賞与引当金 134,734 380,708

その他 290,117 351,159

流動負債合計 2,584,855 2,505,641

固定負債

退職給付に係る負債 5,854 6,152

その他 32,282 27,027

固定負債合計 38,137 33,179

負債合計 2,622,992 2,538,821

純資産の部

株主資本

資本金 1,492,690 1,512,290

資本剰余金 650,175 669,775

利益剰余金 1,694,840 1,847,440

自己株式 △32 △32

株主資本合計 3,837,673 4,029,473

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2 21

為替換算調整勘定 △5,250 △4,098

その他の包括利益累計額合計 △5,247 △4,077

純資産合計 3,832,426 4,025,396

負債純資産合計 6,455,419 6,564,217
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
至 平成26年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成27年３月31日)

売上高 12,909,119 15,144,359

売上原価 9,758,723 11,613,898

売上総利益 3,150,395 3,530,460

販売費及び一般管理費 2,176,069 2,473,085

営業利益 974,326 1,057,375

営業外収益

受取利息 363 477

助成金収入 21,366 13,525

為替差益 205 6,205

その他 2,718 1,863

営業外収益合計 24,654 22,071

営業外費用

支払利息 229 201

その他 90 407

営業外費用合計 319 608

経常利益 998,661 1,078,838

特別利益

固定資産売却益 - 42

特別利益合計 - 42

特別損失

固定資産除却損 2,068 785

支払負担金 - 5,825

特別損失合計 2,068 6,610

税金等調整前四半期純利益 996,592 1,072,269

法人税、住民税及び事業税 355,886 304,911

法人税等調整額 47,863 88,242

法人税等合計 403,750 393,154

少数株主損益調整前四半期純利益 592,842 679,115

四半期純利益 592,842 679,115
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
至 平成26年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 592,842 679,115

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 - 18

為替換算調整勘定 △634 1,151

その他の包括利益合計 △634 1,170

四半期包括利益 592,208 680,285

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 592,208 680,285
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

（会計方針の変更等）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年７月１日
至 平成26年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年７月１日
至 平成27年３月31日）

減価償却費 48,727千円 62,796千円

のれんの償却額 20,117千円 －千円

2154/E05695/トラスト・テック/2015年
－11－



（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年７月１日 至 平成26年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年９月26日

定時株主総会
普通株式 285,480 3,000 平成25年６月30日 平成25年９月27日 利益剰余金

平成26年２月７日

取締役会
普通株式 190,319 20 平成25年12月31日 平成26年３月４日 利益剰余金

（注）当社は、平成25年７月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。平成25年９月26日定時

株主総会決議に基づく１株当たり配当額については、当該株式分割前の金額を記載しております。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

当第３四半期連結累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成27年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年8月8日

取締役会
普通株式 286,753 30 平成26年6月30日 平成26年9月9日 利益剰余金

平成27年2月6日

取締役会
普通株式 239,761 25 平成26年12月31日 平成27年3月3日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年７月１日 至 平成26年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

技術者派
遣・請負・
委託事業

製造請負・
受託・派遣
事業

障がい者雇
用促進事業

不動産賃貸
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 6,961,602 5,901,100 6,710 39,705 12,909,119 － 12,909,119

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － 16,207 1,386 17,593 △17,593 －

計 6,961,602 5,901,100 22,917 41,091 12,926,712 △17,593 12,909,119

セグメント利益 775,245 205,723 5,648 12,043 998,661 － 998,661

（注）１ 売上高の調整額は、セグメント間取引であります。

２ セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成27年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

技術者派
遣・請負・
委託事業

製造請負・
受託・派遣
事業

障がい者雇
用促進事業

不動産賃貸
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 9,066,378 6,031,475 6,800 39,705 15,144,359 - 15,144,359

セグメント間の内部

売上高又は振替高
- - 16,412 1,386 17,798 △17,798 -

計 9,066,378 6,031,475 23,212 41,091 15,162,157 △17,798 15,144,359

セグメント利益又は損失

(△)
936,384 139,703 △9,110 11,861 1,078,838 - 1,078,838

（注）１ 売上高の調整額は、セグメント間取引であります。

２ セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しておりま

す。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年７月１日
至 平成26年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年７月１日
至 平成27年３月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 62円 30銭 70円 85銭

（算定上の基礎）

四半期純利益金額（千円） 592,842 679,115

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 592,842 679,115

普通株式の期中平均株式数（株） 9,515,967 9,585,370

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 61円 87銭 70円 11銭

（算定上の基礎）

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 65,711 101,003

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計

年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

中間配当の決議

第11期（平成26年７月１日から平成27年６月30日まで）中間配当について、平成27年２月６日開催の取締役会におい

て中間配当を行うことを決議しました。当該中間配当の内容は以下のとおりです。

①配当金の総額 239百万円

②１株当たりの金額 25円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成27年３月３日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年５月13日

株式会社トラスト・テック

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鈴 木 真一郎 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 野 水 善 之 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トラス

ト・テックの平成26年７月１日から平成27年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年１月１日

から平成27年３月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年７月１日から平成27年３月31日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トラスト・テック及び連結子会社の平成27年３月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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